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第４章　産業機構の発展
（大規模企業の成長：1870-71年統計）
　金属と機械の時代には，企業規模は一貫して大きくなる。1820年代初期には，古いテームズ造船地
帯で最大かつ最も有名な企業ウィグラム・アンド・グリーン（Wigram and Green）でも，フル操業時
に600人を雇用していたにすぎない。 1870年になると，北東海岸の平均的鉄造船企業でもそれ以上，
スコットランドの平均的造船企業は800人を，雇用していた。一般的に，1880年に先立つ任意の期間，
企業規模がどの程度に成長したのかについては，繊維産業についてのみ，何とか論評可能というにと
どまる（ここでは雇用・機械統計がかなりの頻度で作成されたからである）。歴史家にとっての痛恨
事は，1851年のセンサスが全産業を対象に雇用統計を収集し，一覧化しているのに，その後のセンサ
スではその手法が踏襲されていないことである。しかし，内務省が公表した1870⊖71年の統計だけは，
ほぼ全ての製造業の平均的企業規模に光を投げかけてくれるし，生産単位が工場形態を採るのが通常
となった産業，それが工場と作業場（workshop）との混合物にとどまった産業，をそれぞれ明らかに
してくれる。その他，繊維産業関連以外にも，当面のことに役立つ特別な統計が幾つかある。1871年
統計は，工場法拡大法および作業場法（1867年）との２年に亘る格闘の後に公表されている。後の２
法の結果，ほぼ全ての，動力を用いる金属関連産業，および紙，ガラス，タバコ，印刷等の産業，な
らびに50人以上を雇う全ての製造業の敷地が，工場検査官の監督下に組み込まれた。この２法はまた，
女性・児童・少年を雇用している場合，作業場をも地方自治体の監督下に組み込んだ。
　1871年の統計はもちろん，80年代の状況に正確に適用できるとは言えないが，この10年間は不況が
支配的だったことも勘案すると，産業の活動規模が大変化した時期とは考えられない。71年統計が80
年の状況をほぼ表していると考えて支障はない。とくに重工業では1873年の恐慌以降，企業規模拡大
を促進する外的条件はなかった。
　なお，上記諸統計がとられた頃の我が国は，第一に動力面では蒸気の時代，第二に企業組織におけ
る「非」株式会社の時代，第三に古い商業と新しい産業におけるブリテンの，議論の余地無い国際的
優位の時代，にあったことは銘記しておきたい。
　1871年に工場検査官達は241万7000人の被雇用者（10歳以上）と，12万7000の事業所について報告
している。報告に含まれている数値は「可能な限り正確」と言ってよい。そのことは，完全に「工場
化」された産業に関して，同年のセンサスの数値と対照してみると明らかだ。ただ，作業場に関して
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は，若干の産業の場合，検査官報告は注目すべきほどに充実していて，代表的（representative：クラ
パムはこの概念を頻繁に用いる）でもあると思われるものの，幾つかの州，特にロンドンからの報告が欠
けていたり，全く不適切だったりしている。そうは言っても，そこで提供されている産業機構のサン
プルには高い価値がある。
　企業規模が最も大きいのは鉄船製造で，78企業の平均被雇用者数は570.5人（大規模企業の多いス
コットランドだけなら800人）だった。鉄工業の初期工程を担う溶鉱・圧延などの事業所の平均被雇
用者数は209人（２－４－１表では219人）だが，モンマス・グラモーガンの26事業所では650人と規模が
大きかった。ただ，スタッフォードシャーでは非常に小規模な事業所が多く，これが全国平均値を押
し下げている。諸金属産業相互を対比すると２－４－１表となる。　
２－４－１表　大ブリテンの金属産業，1870-71年
 事業所の数（A) 勤務者数（B：千人） 平均値（B/A：人）
金属製造業全体      18,000      622.0      34.5
　鉄製造
　鉄船製造
　機械製造
　釘と鋲
　刃物，やすり，鋸，諸道具
　雑多な金属製品
       761
        78
      1,933
      1,604
      1,143
      7,900
     166.7
      44.5
     163.6
      13.2
      24.6
      75.4
    219.0
    570.5
     85.0
      8.0
     21.5
      9.5
　　    ・下線を付したのは，検査官達が工場と作業場の混交業種と認定した業種で，その事業所には工場と作業場の双方
が含まれている。
　表に示された最後の三つの業種はシェフィールド，バーミンガム，ブラック・カントリーの産業を
体現している。この地域では，作業場の大群と名ばかりの工場（動力を使用してはいても借りて使用
しているだけ）が支配的で，１事業所当たりの平均勤務者数を押し下げているのだ。時代の支配的産
業である機械製造業の規模が案外に小さいのは，地方の小さな機械店のせいでもあるが，主としては
産業地域自体にも非常に多くの特殊化された小規模店があったことが原因である。例えば，ランカ
シャーの平均勤務者数は80人であって，全国平均85人よりも少なかった。　
　繊維の数値は1851年以来，というより，工場検査の初期時代以来，さほど変わっていない。もっと
も，全体的に，企業規模は大きくなっている（２－４－２表）。
２－４－２表 　大ブリテンの繊維産業，1870-71年
 工場の数（A） 勤務者数（B：千人） 平均値（B/A：人）
綿
ウール
ウーステッド
亜麻
ジュート
絹※
レース※
靴下・下着※
     2,469
     1,768
      627
      346
       58
      692
      223
      126
436.0
      124.0
      109.5
       70.0
       16.9
       47.0
        8.3
        9.0
177
      70
     175
     202
     291
      68
      37
      71
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　表において※を付けた産業の零細性には注意を要する。絹の「工場」は334（絹のA欄のほぼ半数）に
のぼるウォーリックシャーの織布業（主にコヴェントリーの零細リボン店：平均被雇用者数は僅かに
10名）を含んでいるが，これを除くと印象は異なるだろう。レース業と靴下・下着業のみは，まだ大
半が下請け産業なのだが，表の数値は工場のみしか対象としておらず，実際は表の示す以上に零細で
ある。手織り工という下請け要素は今やウール，亜麻布，絹においてすら，産業全体の工場化に大き
な影響を及ぼすほどではなかった。
　検査官達の手織り業に関する報告は興味深い。彼らは１万2800の事業所と４万4000人の労働者をそ
の項目に入れているが，その内，4,700人の労働者を擁する43事業所を，その規模の故に「工場」と
し，残りを作業場としている。手織り「工場」は主として東アングリア（とくにサフォーク）にあり，
その範囲は繊細な絹から種々の粗野な繊維にまで亘っていた。残りの「事業所」は，手織り工とその
家族から成る３人程度の単位と考えてよい。１万3000人の従事者と3,800の事業所がヨークシャーに，
4,300人の従事者と2,300の事業所がランカシャーにあった。全体で４万4000人の労働者のうち，スコッ
トランドが２万人を抱えていたのは注目に値する。その主たる分野は亜麻布，次いでウールだった。
イングランドでは亜麻布手織り工は少なく，絹，次いではウールの手織り工が多かった。
　その他の種々の産業の中から幾つかを選択して示すと，２－４－３表となる。　
２－４－３表　大ブリテンの雑多な産業の企業規模：1871年
事業所数（A） 従事者数（B：千人） 平均値（B/A：人）
ブーツと短靴
　（その内の「工場」）
仕立てと衣類
　（その内の「工場」）
婦人帽子，等
陶器
煉瓦
凸版印刷
なめし革，なめし革仕上げ
製パン
ゴムとグッタ・ペルカ
建設関連の製造業（建築業者，大工，家具
製造者，等）
9,500
   （145）
  8,000
    （58）
 11,300
   537
  1,770
  3,550
   670
  6,316
    39
 19,800 
        62.0
        （18.2）
        43.0
        （77.0）
        52.4
        45.0
        22.5
        48.3
        12.2
        20.8
         5.7
       152.8
   6.5
 （125.5）
 5.4
 （132.8）
   4.6
  83.8
  12.7
  13.6
  18.2
   3.3
 146.1
   7.7
 ・下線を付したのは，前例同様，検査官達が工場と作業場の混交業種と認定した業種。
　陶器やゴム等のような工場産業の場合，この表の数値はほぼ完全である。同年のセンサスの数値を
勘案すると，なめし革他や印刷業についても良い数値（製パンについては穏当な数値）と言える。表
は都市にある大規模製革企業や大規模製パン業を含んでおり，それらの１事業所あたりの平均従業者
数は最大値的なものである。工場外の衣料産業については，表は多くを語ってはいない。建設関連の
製造業は，家具メーカーを含んでいる等の点で，資料としてはさらに価値が薄い。（ちなみに，表の「仕
立てと衣類」に関する77,000人は7,700人の誤りだろう）。しかし，残念なことに1871年（あるいはそれ以後）
の建設関連諸業における代表的企業の規模を指し示す資料は，他にはない。ただ，建設業，建設関連
業（煉瓦工，石工，左官，大工，配管工，等）の従事者が，1871年の63万4000人から1881年には76万
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1000人へと増えていることは明らかである。1881年の従事者数は，おそらく農業以外では最大のはず
である。ちなみに同年，繊維産業の男性従業者数は53万1000人，あらゆる種類の運送業従事者数は73
万5000人，鉱山関係労働者数は52万人だった。
（鉱業の企業規模）
　石炭鉱業では，各生産単位（炭田，採掘場）の物理的拡大に，企業規模の拡大が伴っていた。封建
的炭鉱企業と呼ぶべき企業（ダラム伯，ロンドンデリー卿，ダッドリー伯〔Earl of Dudley〕，北スタッ
フォードシャーのグランヴィル伯〔Earl Granville〕，南ランカシャーのブリッジウオーター公の炭鉱
など）は深掘や新採掘によって拡大し，今や全国的にも最大企業の仲間入りをしていた。1886年には
ブリッジウォーター伯は15，ダラム伯は13，グランヴィル伯は８，ロンドンデリー卿は５（非常に大
規模）の炭鉱を支配下におさめていた。これらと比肩できるのはタインサイドのジェームズ・ジョイ
シー社（James Joicey and Co.）（11），ボウイス・アンド・パートナーズ（Bowes and Partners）（14），
南ダラムのピーズ・アンド・パートナーズ（Pease and Partners）（14），マンチェスターのアンドルー・
ノールズ・アンド・サン（Andrew Knowles and Son）（11），ウィガン石炭・鉄会社（Wigan Coal and 
Iron Co.）（小規模鉱山29以上），あるいは南ウェールズの大規模な蒸気力による新興の炭鉱などであっ
た。もちろん，他方では家族企業的な小規模炭鉱もあった。
　1880年代の通常の炭鉱は，これら両極の中間にあって，相当規模ではあるが，その所有人もしくは
会社は他の炭鉱を保有してはいなかった。北及び東ランカシャー（高度発展地域で，ブリッジウオー
ターとノールズの所有する26の炭鉱の他にも大炭鉱があった）では，151人の保有者（上記大保有者
を含む）各自は平均して２つの鉱山もしくは炭田を持っていたにすぎない。北スタッフォードシャー
でも，保有者各自あたりの炭鉱数は1.6にすぎなかった。西ミッドランド，ヨークシャー，スコット
ランドでは保有数は更に少なく，南・北ダラムでも企業あたりの炭鉱数は2.2にとどまった。
　平均的条件（中程度の深さの仕事場を持つ，十分発展した地域）を備えたかなり代表的な企業は，ウィ
ガン石炭・鉄会社の縄張りであった西ランカシャーに見られる。ここでは，1885年における，151鉱
山１件あたりの平均被雇用者数は213人だった。スコットランドの東部検査地域では，1875年に218，
1875年には171の企業があり，この10年間に概して個別企業の規模は拡大し，同時に大企業への生産
集中傾向が見られる。
  金属鉱山については，50年前と言わず30年前ですら，例えばコーンウォールの鉱山は，大規模生産
の顕著な例であったが，今は，もはやそうではなかった。錫，銅，鉛をはじめ，鉄においても，大規
模企業はあるにはあった。しかし全体としてみると，同地の鉱業は非常に多くの小鉱山から成ってい
た。所有権の集中や企業規模の成長は感知できない。全鉱業併せても僅かに４万1000人が雇用されて
いたに過ぎず，炭鉱の52万人と比べると格段の相違である。
　醸造業：醸造業では，一方における業者数の推移（狭義業者の場合，緩やかな減少。軍への食糧供
給業者等の場合は著減）と，他方における使用モルト量の推移（著増）とによって，顕著な集中の進
展を読み取ることが出来る。イングランドとウェールズに関する関連数値は以下の通り。
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 1853年 1864年 1886年
　　醸造業者数（人） 2,470 2,295 2,242
　　　そのモルト使用量（100万ブッシェル） 21  28 39
　　軍への食糧供給業者・ビール販売業者数（人） 31,000 34,000 12,000
　　　そのモルト使用量（100万ブッシェル） 11 11 ５
　上表の最後の22年間は醸造業界にとって決定的な時期だった。食糧供給業者等（手作り醸造業者）
は辺境の地以外では減少してしまった。1864年までは多くの地方で，彼らは勢力を維持していた。例
えば小規模企業の故郷であるバーミンガム地方では，人々はビールのほぼ全てを1,700人の手作り醸
造業者から入手していた。彼らは狭義醸造業者の15倍ものモルトを消費していた。1886年には全てが
変わっていた。まだ1,000人近くの手作り業者が居たが，今や逆にモルトの７分の６がバーミンガム
地方の狭義醸造業者によって消費されていた。斯業では手作り生産的要素は，1886年に先立つ50年間
に決定的に駆逐されたと言える。
（家計産業，注文仕事，手作業）　
　家計産業（家計が自ら消費する物を自分で作る場合）は交通が便利になると，不可避的に減少して
いく。類似の仕事として，手作業の職人が消費者の保有する原料や半製品を加工する仕事がある。そ
の代表者である注文織り屋（第１巻第５章参照）がまだ広範に存在した時代以降の60年間に，このカテ
ゴリーが減少したかどうかは微妙だ。例えば，手間賃を取る修繕業には「注文仕事」（customer-work）
の要素がある。この場合，職人は他の人々の家で働く。この種の仕事はヴィクトリア時代の家屋の複
雑化に伴って，疑いもなく増加した。適例は配管工である。1881年のロンドンには人口508人に対し
て１人の配管工が居た。多くの配管工が顧客の敷地で働く小親方であって，自らも作業をしていた。
産業集中とヴィクトリア資本主義の最盛期に，新たな一種の職業が生みだされたと言える。
　配管工の場合は，厳密な意味での注文仕事人ではない。彼は原料の少なくとも一部（鉛管や座金）
を供給するからである。厳密な意味での注文仕事人にいっそう近いのは衣服仕立て人・縫い子であろ
う。1881年における彼女達の正確な数は分からないが，その40年後になってさえ，７万3000人の服・
ブラウスの仕立て人，婦人帽子製造者が居て，自宅もしくは顧客の敷地で働いていた。彼らに特定の
雇主は居なかった。
　真正の手仕事（handicraft：自ら労働もする親方が，自分の道具・原料を保有し，生産した物やサー
ビスを売る）は，この頃ももちろん健在だった。田舎の鍛冶屋や馬具屋が適例である。1880年代で
も，野原や道路では依然として馬が幅をきかせていた。ロンドンのバス馬もまた，蹄鉄が必要だった。
1881年センサスでは全体で13万2000人の鍛冶屋（ないし準鍛冶屋）が居た。1871年までは鍛冶屋はほ
ぼ人口全体の増加と同じ速度で増加していたが，その後の10年間は全く増えなかった。
　大型馬車製造人，車輪製造人，馬具製造人などの古い手仕事従事者も，依然として殆ど不変のまま
残っていた。1891年のロンドンでは，雇用主１人に対して，大型馬車製造業者の場合12人，馬具製造
業者の場合７人の職人が居た。もっとも，1880年代におけるその全国平均値は，もっと小さかったは
ずだ。しかし，このように真正の手仕事業者をはじめ，修繕職人，注文仕事人達が残っていたとは言
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え，その背後には，既に彼らに半製品（鉄の車軸，馬具製造人のための鉄器具，など）を供給する工
場が控えていた。
　また彼らは通常，自分たちと消費者との間に介在する商人を排除することも出来なかった。特に顧
客が海外にいる場合はそうで，例えばバーミンガムの武器製造手仕事職人達は，対アフリカ輸出商の
ために働いていた。バーミンガム，ブラック・カントリー，シェフィールドの小親方達はほぼ全て，
中間商人や工場のために働いていた。
（最後の家内衣料業者）
　この間に，半ば地方的な北部の家内衣料業者は消えてしまった。50年代にはまだ，地方に行けば行
くほど，彼らは相当数，存在しており，例えばパドシー（Pudsey）では，1860年頃に最も多くの小規
模なウール製造業者が居た。しかし，その頃でさえ既に機械が布地製造の少なくとも半分を取り仕切っ
ていた。長い間，家内作業となっていたのはジェニーによる紡績と織布だった。ジェニーが遂にミュー
ルに道を譲るに従って，成功した家内業者は小さな工場を支配するようになり，織布を下請けに出し
た。もっと成功すると，彼らは織布小屋を設置し，動力織機を設置した。成功しない者は行くべき道
を辿った（主としては，労働者として工場に吸収された）。しばらくの間，小工場主や生き残った家内職人は，
古い方式のまま，リーズの衣料会館で布を売った。1868年にノース・イースタン鉄道がホワイト・ク
ロス・ホール（この辺り，第１巻第７章参照）の敷地を侵食しようとした時，鉄道は会館所有者達などか
ら，補償として新たな会館を建てさせられた。それでも新会館での取引は常に振るわず，1880年代に
は停止してしまった。80年代にはカラード・クロス・ホールも似たような運命をたどった。会館はも
はや無用化していた。
（工場内の「親方」：労働請負人：下請け：地方の下請け産業）
　家内衣料業者が労働者として工場に吸収されていったように，バーミンガム，ブラック・カントリー，
シェフィールドの諸産業では，建築業を別とすれば，他のどの産業分野におけるよりも，小親方が工
場に吸収されていった。この場合，彼らは単なる労働者となることもあったが，監督や職長として工
場に入ることが多かった。バーミンガム等々の地域（上記）では石炭，鉄工業，軽金属産業が多かったが，
これらにおいては元小親方達は，従来の慣行に従って，みずから配下を雇って，自身も工場に雇われ
たのである（彼らがthe master under the master あるいはsub-contractor である：後者を労働請負人と訳して
おく。〔仕事の〕下請け＝outworkとは別の概念である）。配下の人数は６，７人程度までが多かった。鉄船建造
でも，この古くからの労働慣行に従っていた。ウェールズのスレート切り出し場でも，同様の慣行が
あった。鉄道建設やその他の建設業でも，この慣行は非常に広範に用いられていた。しかし，この慣
行の普及が最も広範で，かつ国民経済への影響が大であったのは建設業である。
　建設業では，別個の技能を持った手職人達が，或る建設業者の下で一つの賃金稼得職人団として合
体することはなかった（但し，その方向性はあった）。たしかに，多数の重要な建設企業が，職工長
を通じて種々のグループの職人達に指示を与えるという形で，必要な仕事を１から10まで遂行してい
た。ロンドンでは，この形が多かった。しかしロンドンでさえ，労働請負いはごく普通だったし，北
部ではいっそう一般的だった。通常のランカシャー方式では，或る建設は親方指物工に委ねられ，彼
が他の技術職の親方達に仕事を分与する形を採っていた。同様のやり方はヨークシャーや南ウェール
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ズからも報告されている。明らかにこのやり方は一般的であった。
　1880年代末及び90年代初頭には，労働請負制度は，労働者酷使との関連で大いに議論された。しか
し，建設業労働者達が自分たちを雇う小親方（多少の資材を保有している）に不平を鳴らすことは稀
であって，彼らが真に嫌ったのは，資材も持たずに自分たちの酷使を唯一の源泉として稼ごうとする，
仲介人的な労働請負人であった。建設業においては，伝統的な小親方制度に対する労働者達の忠誠心
が厚かったのである。大規模なコントラクターが存在していたにも拘わらず，ロンドンにおけるあら
ゆる種類の親方とその配下の大まかな割合は，1891年センサスによると，親方一人に対して労働者13
人に過ぎなかった。全イングランド・ウェールズ（ロンドンを含む）の場合，１：12，スコットラン
ドでは１：10であった（この数値には，建設業者が直接雇う労働者は含まれていない）。
　小親方が繁栄していた産業の中には，出来高払いの下請け労働者を多く抱えている産業もあった。
しかし，1885⊖86年までの１世代において，最も拡大的であった二つの産業，つまり建設業と石炭鉱
業の場合は，下請け労働の入り込む余地はなく，他の多くの産業でも，工場労働が下請け労働を侵食
しつつあった。適例は手織り業，ウール梳毛業，台編み業，レース作り，ブーツ・短靴製造業などで
ある。
　地方の下請け産業には，なお相当の生命力が維持されていた。バッキンガムシャーの椅子製造業（中
心地はハイ・ウィカム：High Wycombe）は小工場と作業場との混交産業だった。1830年代からめざ
ましい成長を遂げ，輸出産業として1870年頃に最盛期を迎えていた。椅子を製造する雇用主が50人ほ
ど居たが，数マイル圏内にある小屋住居には旋盤を保有する小さな「資本家」達が居て，様々の部品
を供給していた。
　西部の手袋製造業はウースター，ヨーヴィル（Yeovil）等の近隣に位置する下請け村に依存していた。
1881年センサスによると，ヨーヴィルでは数千人の女性下請け職人が居た。このセンサスでは１万
3000人もの女性が「手袋関連の仕事に従事」と自己申告しているが，殆どが下請け職人であったと考
えてよい。これに，仕事量が少ないので手袋職と申告していない女性達や，母親を手助けしていた少
女達も加わる。
　これら地方的性格の強い下請け産業の労働需要は，全体として僅少だった。最大の麦わら関連産業
でも２万人弱の下請け労働者が居た程度である。最小の網作り業では２千人未満であった。ランカ
シャーの第２級の綿都市でも，これらの労働者全てを下請けで雇い得ただろう。
（産業におけるパートナーシップと有限責任）
　１世紀以上に亘り，家族企業や無限責任のパートナーシップが，産業上の変化を推進する道を切り
開いてきた。会社形態を必要とする産業もあったが，製造業は概ね，1880年代においてもそれを必要
としていなかったし，伝統的な企業組織に修正を加えることにもためらいがあった。政府が有限責任
形態の会社認可に消極的だったこともこれを助長した。ミネラル・アンド・バッテリー社（Mineral 
and Battery Works）のように，エリザベス女王時代から合本形態で製造業を営もうとする試みはあっ
たし，とりわけ1825年の泡沫法撤廃の後は，特許権保有者達が自分たちの発明を利用するために，合
本形式で法人化の認許を得ようと努力していた。しかし，19世紀の法制度改革者達が，会社の創設・
規制を容易にし，有限責任の一般的規定を保護する試みを開始した時，ブリテンの産業界の反応は異
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常なほどに緩慢だった。もっとも，予測できたように，多数の泡沫企業設立はあった。
　例えば1837年法（通常，開封勅許法と呼ばれる：従来，法人団体設立許可書か，もしくは議会法に
よってしか獲得できなかった特権のいくつかを，国王が開封勅許状で与えうるようにした）が施行さ
れた時の反応だが，施行後16年の間に海運会社，カンタベリー協会（ニュージーランド植民統治のた
め），海底電信会社，特許インド銀行（the Chartered Bank of India）など多様な組織から法人格認可の
ための申請があった。しかし，国内製造業で唯一，申請が成功した例は1841年のブリティッシュ・プ
レイト・グラス（British Plate Glass）社のみであった。1853年には銀行業を別とすると，339団体から
の法人格認可申請があったが，そのうち80が鉄道企業，54がガス，35が保険，33がその他の公益企業，
32が鉱山業からであって，製造業からの申請は30に満たなかった。しかも，これらのうち，成功例は
多くなかった。当時，とくに製造業界では，合本会社という概念は，まだ無責任経営，資金調達の欠
陥，あるいは詐欺などを含意していたのだ。
　19世紀初頭における政府の伝統的思考では，有限責任を要求しうる企業というのは，何らかの特色
を持っていなければならなかった。たとえば海外での鉱山業のような特別のリスク，運河や鉄道業に
おけるような規模の巨大さ，保険業におけるような広範な責任，などで，これらは当時の平均的な製
造企業には見られないものだった。
　そういう特色を持たない事業において，投資上の最大限の自由と慎重な経営とを結合させるために，
ベンサム的な法制度改革者達は，大陸の合資会社（commandite）制度を推奨したが，当時の平均的な
英国人の意見は，これに反対であった。
　他方，泡沫法が撤廃された後は，会社を設立するだけなら違法ではなかったために，向こう見ず
な，或いは詐欺的な設立が続いた。そこで規制が必要という意見が生じたが，反対に不必要という意
見も強かった。1850年代には後者の意見が優勢で，一連の立法も会社設立を漸次的に容易化する方向
だった。どんなものであれ，議会の規制は不要という議論すらあった。最終的には，決定的な1862年
の会社法（Companies Act）が登場した。この法は，目的が合法であれば，７人以上の人間が集まって，
無限責任であれ有限責任であれ，会社を設立することを可とした。会社は単に設立趣意書を提出する
だけで認められた。1867年には取締役達は無限責任，その他の出資者は有限責任，とする会社（上記
の commandite に該当）の設立を認める法が成立したが，そのような会社は設立されることがなかった。
　平均的で冷静な製造業者達が1870年代，80年代を通じて，上記の動きに懐疑的もしくは冷淡であっ
たことは理解に難くない。産業地帯にある多くの企業において，銀行が信頼できる人々に当座貸し越
しを認めることによって，株主的な役割を果たしていたのである。これこそが，我が国が合資会社を
必要としなかった理由であり，また有限責任が急速な革命をもたらさなかった理由である。
　幾つかの大規模な製造業企業が新しい法律を利用した。1867年までには，エッブ・ヴェイル石炭・
鉄会社（Ebbw Vale）が資本金400万ポンドの有限責任会社になっていた。パーマー造船会社（Palmer’s 
Shipbuilding Company）は200万ポンドの資本金を有し，地方一帯に株主が居た。ボルッコウ・ヴォー
ガン（第３章参照）は資本金250万ポンドで，マンチェスターの株主が多かった。シェフィールドの
ジョン・ブラウン社（John Brown and Co.） やカメル社（Cammel and Co.），スタッフォードシャー車
輪・車軸会社（the Staffordshire Wheel and Axel Co.） あるいはリーズのステイヴリー石炭・鉄会社（the 
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Staveley Coal and Iron Co.），フェアバーン機械工学会社（Fairbairn Engineering Co.）などは1862年法後
の最初の５年間，会社組織が広がっていった例証となる。しかし，これら大規模企業の多くは，私企
業が転換されたものに他ならず，会社形態での「新設」は稀だった。　 
　しかし次第に，合本有限責任会社の持つ多くの便宜性がヴィクトリア時代の産業指導者達を惹きつ
けるようになった。とりわけ，事業を拡大しながらリスクを軽減する場合や，企業が古くなってきた
場合がそうであった。先述のロジアン・ベルおよびホイットワースの企業も，それぞれ1873年，1874
年に有限責任制に転じた。この動きはとくに冶金業と工学企業とで勢いを増した。小規模な私企業の
多いバーミンガムでさえ，有限責任制の下で大いに発展した企業が多く存在した。ただし，そのほぼ
全てが新設ではなく，私企業が転換したものだった。1885年10月に先立つ５年間に560の私企業が会
社形態へと転換したが，そのうち約400企業が1885年10月にも営業していた。過半は非製造業であった。
しかし，製造業の割合も相当なものだったにちがいない。
　1880年までは，旧来からあった私企業の会社形態への転換は，着実ではあったものの，緩慢だった。
ロバート・スティーヴンソンの会社（Robert Stephenson and Co.）は1886年まで私企業のままだったし，
S.C.リスターもマニンガムの工場を1889年になって漸く会社形態に変えたにすぎなかった。ブラッド
フォードの錯綜した諸事業では，私企業しか存在しなかった。リーズにもウール産業一般にも，有限
責任の会社はほんの少ししかなかった。ダンディーのジュート産業には有限責任会社は皆無，絹産業
でも同様だった。シェフィールドには５社程度，有限責任の強力な鋼・武器会社があったが，刃物産
業では概して，会社は僅少であった。造船では非常に大規模な会社グループがあったが，同産業の大
多数は，なお私企業の手にあった。綿業地帯の北部にあるバーンリー（Burnley）の町では，87万の
紡錘と４万の織機をもった110企業のうち，株式が公開市場で売買されている５つの公開会社があり，
その他に「実際は私的なパートナーシップにすぎないが，有限責任の形式・法律の下で営業している」
会社が，１，２あった。ブラックバーンとプレストンではほぼ皆無だった。
　オルダム有限会社：1875⊖85年間に，製造業と自由なイギリス型の有限責任法（free British limited 
liability law）との関連をめぐる議論に材料の大半を提供したのは，オルダム（マンチェスター北東の街）
と「オルダムの有限責任会社」（the ‘Oldham Limiteds’）だった。ここでは1880年までに，合本ベース
で巨大な紡績企業グループが発足しており，全国の紡錘数の７分の１を保有していた。綿業における
有限責任の試みは1850年代から多く見られた。しかし，会社制度が斯業に定着したのは1872年以降で
ある。1874年には既に存在していた２，３の企業が分の良い配当を払っていたので，新会社設立ブー
ムが生じた。僅か２ヶ月の間に30以上の新会社が登録されたが，設立の仕方は杜撰であった。株式発
行に際しては設立趣意書が示されることさえなく，単に株式購入申込書があれば発行される場合が多
いという調子であった。しかし，株式資本の過半，および借入資本（後述）の殆どが地元の人々によっ
て応募されたことには疑いの余地がない。新設会社の取締役達も従来その地域で綿業に携わってきた
人が殆どだったようだ。1885年にはオルダムとその近隣にある94の会社のうち75が株式の額面割れ状
況を呈していた。1885⊖86年にはともかくも配当を支払っていたのは24社にすぎない。
　産業組織の歴史において，オルダム有限責任会社が大いに関心を引くのは，諸会社が盛んに利用し
た借り入れと，その借り入れ資金提供者の社会階層である。1885⊖86年には，有限責任会社の総資金
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額は700万ポンドほどであり，これは株式（345万6000ポンド）と借入金（loans：343万5000ポンド）
とにほぼ均分されていた。その半分ほどが「勤労諸階層」（working classes）によって供給されており，
その多くはローンだった。株式資本については，そのごく小部分（おそらく５％程度）は綿業職工（cotton 
operatives）自身の資金に依っていたようだ。ローン保有者の大部分は，1885年の場合，小規模な店
舗保有者，パブ経営者，その他雑多な工場関係者（宿泊所管理者，監督，機械工，あるいは大規模な
機械店で働く人々）であったようだ。この人々は株式も保有してはいたが，ローンよりは遙かに小さ
な割合であった。信用の環状連鎖には興味深いものがある。繊維機械工（the textile machinist）は工
場に機械を据え付け，工場に信用を供与する（機械代金の支払い猶予）。工場は彼に支払うために，株式
資本で足らない場合は借り入れを行う。借入先は機械を作った人々，店舗保有者，パブ経営者等々で
あって，彼らの生業は工場がうまく運営されることにかかっているのである。リスクはあるが興味深
い産業民主主義と言えよう。
  従来，代表的な株式会社は，二重の意味で貴族的であった。即ち，支配的産業グループの中の少数
の支配的企業が，有限責任制を採用していた。さらに，貴族的な動機が有限責任制の採用に影響して
いた。つまり安全性，永続性，家族性である。オルダム地方でのみ，有限責任制は大衆的企業に浸透し，
民主的な投資公衆を惹きつけたのである。綿紡績では大衆的企業が小規模でなくなってから久しかっ
たことは銘記すべき点である。オルダムの投資公衆は民主的だったが，有限責任制は1850年代の希望
（「労働者と資本家が同一となる大規模な産業組織タイプ」すなわち，純粋の協同的な産業組織を発展
させる一助になるだろうという）を正当化することは出来なかった。　
  オルダム近辺には，このような考え方をする労働者（workmen）が多かった。ロッチデールの開拓
者達もオルダム有限責任会社の領域の圏内に居た。「オルダム産業協同組合」も，最も早い時期に設
立された協同組合の一つだった。1858年という早い時期に，オルダム建設・製造協会（the Oldham 
Building and Manufacturing Society）が協同組合主義者達によって設立され，旧法の下で株式会社とし
て登録された。１株につき３d.が徴求され，理事達（directors）の報酬は週に６d. であった。同社は
織布を試みたが，うまく行かず，1862⊖63年に紡績・織布を業とする会社に再組織され，それまでよ
りは業績が大いに改善されたが，十全の意味における協同組合ではなくなっていた。賃金稼得者で，
かつ株主である者は４人に過ぎなかった。利益分配の試みはあったが，その対象に正規の職工が含ま
れることもなく，対象は理事と監督だけだった。1870年までには，同社はほぼ通常の有限責任会社に
なっていた。他の同様の会社でも，設立・組織機能は，真の労働者階層の手から離れていった。会社
で働いている人々による，その会社への貸し付けも稀になった。彼らによる株式保有は，更に稀であっ
た。倹約な綿業職工達は，自分の働く会社よりは，銀行や住宅金融組合（building societies）に貯蓄を
預けた。結局，オルダム有限責任会社は，小額面の産業株式という諸刃の道具を鍛える役割を果たし
たのだった。
　純粋の協同組合事業：1850年代から80年代にかけての時期，純粋の協同組合的事業（pure co-
operative industry：industry となっているが，内容的には「事業」の訳語が適切だろう）の試みはあるにはあった
が，ブリテンの産業や全体的福祉に対する貢献はネグリジブルであった。1892年においてさえ，或る
証人（協同組合主義者で実践者）は議会委員会で，全国的に見て，８つの製造業における協同組合事
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業を挙げえたにすぎない。しかも，そのうちの幾つかはまだ新しいものだった。　 
（雇用主達の結束）
　これまでも雇用主達の結束はあったが，現実の生産事業のための結束はあまりなかった。商業会議
所は文字通り製造よりは商取引に関心があった。彼らは生産に関する政策を議論することは稀だった
し，それを実施することなどは全くなかった。他方，労働組合主義の成長によって，雇用主達の賃金
抑制のための結束は，暗黙のものから，より声高で組織的なものに変わってきた。その結果が事業者
団体（trade associations：ただし，以下では association を個別団体名の場合は「協会」と訳する）である。事業者
団体は賃金や労働時間に関する問題を扱うほかに，統計を収集したり，契約形態を議論したり，業界
の利害が例えば鉄道や国民的政策と衝突した場合には直接に議会工作をしたりすることがあった。ま
た，事業者団体は公然の価格固定をすることも時にはあったし，非公式の価格固定ならば業界の内外
で増加していた。しかし，一般的に繁栄していてダイナミックであった19世紀の第３四半期は，比較
的困難の多かった第１および第２四半期に比べると，雇主側の協働は少なかったようだ。国から自由
で公開的な競争を確保していたので，彼らは60年代のスラングによれば，「独立独歩」（to paddle their 
own canoe）を望んだのである。1869年の或る王立委員会は，雇用主達の組織的な結束は「比較的には，
非常に数が少ない」し，委員会の知り得た限りでは，性格上全く自発的なものである，と報告している。
事業者団体のスポークスマン達の多くが，明らかに真剣に，自分たちの組織は「完全に防御的」なも
ので，「もし労働組合が無くなるならば無くなるだろう」と確言している。
　古い産業では，当然のことながら，アダム・スミスの言う「暗黙裏だが常在の，雇用主達の結束」
が広がっていた。とくに農業ではそれが著しかった。また，いくつかの事業者団体は1850年の遙か以
前から，「暗黙裏」の衣を脱ぎ捨てていた。ロンドン印刷業主会（the London Master Printers）は，植
字工達の組合（遅くとも1801年から存在）を抱えていたが，1836年から1849年にかけて会（society）
を組織していた。そして1854⊖55年には，強力で十分に組織された組合に対抗して，正規の協会（a 
regular Association）として姿を現した。また全てのロンドン建築業主達は，1839年以来，非常に社会
的信用のある「ロンドン建築業主協会」（London Master Builders Association）に組織されていた。こ
の協会は慈善基金を保有しており，その他に無私的な諸活動も行っていた。協会は「ストライキには
関与しない」とか，「メンバーの自由な行動に介入したりはしない」などと主張していたが，労働者
達は「協会は賃金を抑制するために組織され，みずから賃金闘争の際には業界に招集をかけているこ
とを認めている」と述べている。
　1880年の（否，おそらく1850年の）遙か以前から，全国至る所で建築業主グループは，労働者達と
賃金や労働条件について，多かれ少なかれ公式に協定を結んでおり，多少とも遵守されていた。これ
らは通常，署名のある労働規則（working rules）という形を採っていた。1865年の一般建築業者協会（the 
General Builders’ Association）は，地方の80ほどの協会（北部，西部が主で，スコットランドの協会も
若干入っていた）に基礎を置いていた。彼らの関心事は，建築契約，業主と建築技術者との関係，労
働規則や裁定による労働紛争の解決等だった。ロンドンの業主達はこれに参加せず，またこの組織は
長続きもしなかった。
　価格固定：業主達による暗黙裏の価格固定は，非常に多く見られた。ヴィクトリア期にはパンとビー
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ルの価格は，かつてのパン・ビール公定価格時代同様，地方ごとにほぼ統一されていた。もっとも価
格固定の手続きに関する記録は残っていないが，価格固定があったことは間違いない。塩業では，地
方的独占に基づいて，19世紀第１四半期から価格協定のための団体があった。1887年に塩業の或る業
界紙（the Salt Circular）は，競争による価格低落を非難していて，闘争的産業（ﬁghting trade：労働な
どの内的問題，他業界や政府などの外的問題に共同して積極的に対処する業界）の姿勢を体現している。1870⊖80
年代の鉄道業の幹部達は，議会委員会で自分たちの結束行動を正当化すべく，「鉄，石炭，蒸気船海運，
銅製錬，ネジ，錫板，やすり，ガラス，釘などの業界では，いずれも価格協定を結んでいる」と述べ
ている。
　1867⊖69年の或る王立委員会の報告草案では「とくに鉄・石炭業界においては，協会結成の目的の
一つは価格固定である」とされている。また1860年代には，或る鉄業界証人が「南スタッフォードシャー
では鉄業の業主達が四半期ごとの会合で価格固定協定をしているが，この慣行は40⊖50年も前に遡る」
と述べている。しかし，この協会は1864年までは規則を作ることまではしていなかったようだ。価格
協定の他に，協会は他の協会同様，統計収集や議会工作もやっていた。北スタッフォードシャーの同
業協会は，概ね「南」の動きに追随していた。また，クリーヴランドや北イングランドでも鉄業主達
はスタッフォードシャーにおけると同様に，価格固定的な共同行動をとっていた。王立委員会の報告
草案によると，60年代後半，前者（クリーヴランド）は銑鉄について，後者（北イングランド）は加
工鉄について，時価を決定する行動をとっていた。世紀の第３四半期には，重工業において，この程
度に価格固定共同行動が進展していたのである。
　いっそうラディカルな共同行為，つまり生産量の制限もスタッフォードシャーや北部の炭田では行
われていた。北部炭田におけるヴェンド制限（石炭生産・販売量の制限：第１巻第５章参照）は1845年に崩
壊していた。1850年にその復活の噂があったが，立ち消えに終わった。さて，鉄産業も似たような状
況だった。しかし1870年代後期の価格崩落の結果，1881年にクリーヴランドとスコットランドの鉄業
主達は，６ヶ月間12.5％だけ生産を削減する協定を結び，これを更に６ヶ月延長した。しかし，これ
はスコットランド最強企業の販売を有利にするだけの結果に終わり，スコットランドでは崩壊したが，
クリーヴランドではこの実験が継続された。その後1884年には価格が更に下落したため，18基の高炉
が停止されたが，1886年には価格がいっそう下落し，このためにスコットランド業主達も生産削減協
定に復帰した。やがて景況が回復するにつれて価格がゆるやかに上昇に向かい，この頃を境として，
鉄業界では長きにわたり，ヴェンド制限は議論されなくなった。
　業主達の国際的結束：1871⊖84年間に，世界に占めるブリテンの鉄生産シェアは53.2％から38.5％に
低下した。低下は1877年以降に顕著に生じた。平炉，ベーシック法採用の広がりや，合衆国・ドイツ・
フランス・ベルギーにおける鋼の普及によっている。1870年代後期までは鉄道のレールは鉄で出来て
いた。このためブリテンはレール輸出ではほぼ独占的地位を享受していた。ところが今やドイツとベ
ルギーが鋼レールを輸出するようになっていた。80年代初期の価格低落の結果，鋼業界は国際的に「闘
争的産業」の様相を呈するようになった。そこで英国産業史上のみならず近代世界の産業史上でも未
曾有の，国際的市場割当協定が登場することになった。1883年末，ただ１社を除く全英の鋼レール生
産者が集結し，当時イギリス以外，世界でただ二つの鋼レール輸出国であったベルギーとドイツの生
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産者に呼びかけ，ベルギーは全業者，ドイツは２社を除く全業者がこれに加わった。その結果，輸出
取引の66％をイギリスに，27％をドイツに，７％をベルギーに割り当てるという協定が結ばれた。価
格もイギリス主導で，最も条件の悪い事業所（経済学の，いわゆる限界価格）の価格に固定された。個々
の事業所は，査定による生産能力に応じて割り当てを受けた。しかし，この協定は国内的にも国際的
にもうまく機能せず，1886年に崩壊した。とはいえ，自由で無制限な競争の時代は，この製造業主達
による協定締結や生産者の割当によって，終焉を迎えたのである。
　基礎的重工業の生産者団体の活動は間違いなく1880年代以前に最も進展した。上記以外では英国
鉄産業協会（British Iron Trade Association），80年代の大ブリテン石炭鉱業協会（the Mining Association 
of Great Britain：６つないし８つの地方協会も擁していた。なお，英名では coal をうたっていないが，内実
は「石炭」鉱業）がある。ただし，これらも実際の指示権限は持っていなかった。冶金業関連では錫板
製造業者協会（the Association of Tinplate Manufacturers：ATM）やワイアー産業協会（the Wire Trade 
Association）などがあった。重工業以外では，紙，砂糖，アルカリ，革，それに強力な綿業の「オル
ダム綿紡績業主協会」（Master Cotton Spinners’ Association of Oldham：MCSAO）などがあり，MCSAO
は全ブリテン綿紡錘の４分の１以上の所有者を代弁していた。MCSAOなどの団体は十分に活動的で，
1885⊖86年の「商業・産業不況に関する王立委員会」（the Royal Commission on the Depression of Trade 
and Industry）からの回状にも回答を寄せている。
　概して事業者団体は具体的な産業政策に関しては，商業会議所と同様，あまり関係を持つことがな
かった。ただし，業界内で紛争（trade dispute）が生じた時は，結束の軸となり得た。両種組織（事
業者団体，商業会議所）のいずれも，価格，労働，時には生産量などについて非公式の議論はしてい
たが，最強の協会でも業界内部への強制力は持っていなかった。アルカリ製造業者協会の書記は1885
年に「協会メンバーは年に一度集まっているだけなので，委員会に報告するほどのことは何もない」
と述べながら「ただし緊急時は別」と付言している。緊急時というのは，おそらくストライキや新ア
ルカリ法などであろう。ATM（上掲）の会長は自分の協会の無力性について二重の告白をしている。
曰く「我々の産業の賃金は労働需給ではなく，労組によって統制されている」，「わが産業の不況の重
要な原因は過剰生産であって，これに対して責めを負うべきは我々自身である」。　
　幾つかの協会は過剰生産に言及しているが，その中には解決策としての業界政策に冷淡なものも
あった。彼らにとって，解決策は共同行動や反労組活動ではなく，個々の企業がコストを削減するこ
とであった。オルダム紡績業主協会は次のように明確に語っている。「我が産業は過剰生産で困って
いるが，しかし決して，世界が真に要求している以上に生産しているわけではない。支払い能力に対
して過剰に生産しているにすぎない。したがって，可能な限度まで生産費を削減することが重要なの
だ（商品価格が安くなれば売れる）」。似たような考え方のグループは他にも多くあった。彼らの中には産
業情報の収集・伝達すら必要と認めず，労働問題を扱う機関も持たず，協会も結成しないものがあっ
た。 　
（賃金稼得者間の結束：建設業労働組合）
　企業主達に産業政策に冷淡・無関心な層があったことは，労組の発展が部分的・地方的にとどまっ
ていたことにも原因がある。1867年の選挙権拡大と1867⊖69年の（議会の）労働組合委員会（の報告）以降，
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労働関係立法は組合に好意的になり，1875年には（67⊖69年委員会の，労組に好意的な少数派意見をベースにして）
雇用主・労働者法（the Employers and Workmen Act）が，ついで1876年には労働組合法修正法（Trade 
Union Act Amendment Act）が制定された。この後10年以上，労組活動は非常に自由になった。しかし，
この頃は景況が冴えない時期で，失業率が高かった（1879年，合同工学技術工組合では13.3％，ロン
ドン植字工組合では14.3％，ボイラー・鉄船製造組合では20.4％，鋳鉄工組合では22.3％）。
　時期ごとの労組正規メンバー員数を見ると，1840年代（労組にとっては時期が悪かった）は10万人
以下，1867⊖69年については，議会委員会は熱心な労働運動家の挙げた数値を引いて，86万人以上と
推測しているが，実際は25万人以下と見る方が妥当である。1870⊖80年代になると，員数は多分，100
万人以上に増えていたと見てよい。
　多人数を抱えていたのは建設，工学技術関連，炭鉱，綿などの諸産業だが，優れた労組組織を擁し，
労働組合主義が最も浸透していたのは，これらの大世帯グループではなかった。すなわち，古くから
のロンドン植字工組合，ロンドン製本工組合，家系を重んじる金箔師組合，遍歴帽子職人組合，ある
いはシェフィールドの小規模で排他的な，ギルド的性格の強い幾つかの組合などがそれである。これ
らシェフィールドの組合は賃金稼得者と旧型の独立職人の中間的性格を帯びており，当然，労組員で
ある親方も居たのだが，彼らは漸次的に消滅していった。
　石工組合は建築関連で最強の組合だったが，1850年頃までは各支部で「職工親方」（‘operative 
master’：親方であると同時に賃労働者）を認めていた。しかし，この慣行もやがて死滅した。結局，イン
グランド全体では（スコットランドの石造りの大きな街でも），石工は典型的な賃金稼得者であった。
石工組合の場合，緩やかな支部連合から，すでに石工労働組合（the Operative Stonemasons’ Union：
OSU）が誕生していたが，その加盟員は1854年に9,000人を超え，以後，1868⊖72年18,000人，1877年
27,188人（ピーク）と増加していった。しかし1880年には13,000人以下となり，以後，回復すること
はなかった。スコットランド石工組合（Scottish Masons’ Society）はいっそう不運で，グラスゴー銀行
の破産によってそのファンドを失ってしまった。1880年代半ばの加盟員数は3,000人以下になってい
た。不況，不況下でのストライキ，仕事の相対的な重要性（石工の）が低下したこと，あるいはリー
ダーシップに欠陥があったこと，などがこの組合が衰退した近因である。しかし，組織のあり方に欠
陥があったことが，最大の原因だろう。とくに，適切な管理中央組織を持たなかったという欠陥が重
要である。
　これに対して，より歴史の浅い大工・指物師統合組合（Amalgamated Society of Carpenters and 
Joiners：ASCJ）はより良く組織されており，1880年代初期にはメンバーが著増した。当組合は1861
年に設立され，その中心人物はR.アップルガース（Robert Applegarth：1862⊖71年の期間，書記）だっ
た。この組合は中央組織をもち，加盟員から相当額の組合費を取り，友愛協会から割の良い配当金を
受け，雇主との協調路線を採っていた。1867⊖69年の議会委員会からも，モデル的労組と見なされて
いた。加盟員の推移は1871年11,000人，1876年16,000人，1885年29,000人となっている。
　組合相互間の軋轢：同じ職種内の諸組合相互間の軋轢は，建設関連労組の一般的な弱点だった。こ
の軋轢は地方的組合と地方連携的な組織を併せ持つ産業では，強い地方意識・支部意識・職種間の嫉
妬心などと同様に，ごく自然なものだった。煉瓦工達には，早くから，イングランドで二つの中央組
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織があり，塗装工，鉛管工達には，多少とも競合する６ないし７の連合的組織があった。また塗装工
の場合，ロンドンだけでも少なくとも12ほどのそれぞれ別個の組合を持っていた。彼らは常に激しく
闘争していた。職種ごとのプライドや職種間のねたみ，「特定の仕事は不可侵特権」という意識，な
どが作用していた。
　OSUは，全盛期には煉瓦工を自分たちの関係する仕事から排除しようとしたし，後者は，後になっ
て逆に石工達を排除しようとした。煉瓦工達はテラコッタ作業の独占を図って，左官工達とトロイ的
10年戦争を戦って敗れた。その他にも，大工組合と船大工組合，機械工組合と鉛管工（鉄・鋼船での
仕事を巡って）の闘争，等々があった。このような経験から，建設関係労組の国民的連合計画がも
ちあがったこともあったが，結局，実を結ばず，建設労働者達は隆盛で多数の加盟員を擁したまま，
1880年代を迎える。その加盟員数は1885⊖86年には10万人（大ブリテン全体の建設関連労働者数は約
77万5000人）ほどであった。
　工学技術工組合と関連労組：上記のアップルガースがASCJを組織する時，モデルとしたのは工学
技術工連合組合（Amalgamated Society of Engineers：ASE）であった。後者はロンドンの建設労働者
達がロック・アウトに遭ったとき（1859⊖60年），3,000ポンドを拠出したことで，その強さをみずか
ら証明しており，全労組界で賛嘆の的となっていた。この連合は1851年の大博覧会の頃，ちょうど勃
興しつつあった諸々の工学関連産業に属する121の組合や支部を母体として創設された。発足当初の
メンバーは約12,000人だったが，1852年には，「違法」な人々の雇用・出来高賃金・労働時間超過へ
の抗議を行ない，これに対して雇用主側が採ったロック・アウトにも耐えて生き延びた。その後は深
刻な闘争もなく，1868年には312の支部と33,000人のメンバーを擁するまでに成長した。　
　W.アラン（William Allan，書記：1851⊖74年）の指導下で，同組合は１週につき１s.以上の組合費を
規則的に徴収し，寛大な老齢退職金・葬儀費等を給付し，ファンドを浪費せぬよう，可能な限りスト
ライキを回避するという政策を採った。後継者のJ.バーネット（John Burnett）は，この安全策を継承
した。もっとも，彼は1872年に北西海岸部の有名なストライキの指導者として矢面に立ち，これに勝
利して１日９時間労働を獲得した。後に彼は商務省の労働者側連絡委員となり，1886年には労組一般
について「ストライキは完全にご用済となったわけではないが，漸次その方向に向かっている」と報
告している。
　ストライキには不乗り気だったが，ASEは雇用主側の立場を受け入れていたわけではない。彼らは
時間賃金率の引き上げを意図しており，出来高賃金は搾取に導くとして嫌悪していた。アランは，作
業速度が増すと，獲得された最速の作業量に応じて出来高賃金率が切り下げられると言う。また，彼
らは賃金率が下がらぬよう，自分たちの仕事への参入制限を望んでいた。週当たり労働時間について
は，折々その短縮を要求してストライキにも参加していたが，1872年までには54労働時間が一般的に
確保されたので，指導者達はそれで満足した。ともあれ，1874年以降のディケードを戦闘的でない姿
勢で過ごしたのは，明らかに賢明であった。
　工学技術工達と近縁のボイラー製造工達（the Boilermakers）は，より特殊な業種であるだけに，不
況の影響は甚大だった。しかし，1880年代には失業や人員の減少と闘いつつも，強い勢力を維持し，
ほぼ全ての職種を引き込んでいた。彼らの組合はウィリアム４世の時代（1830⊖37年）にランカシャー
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で設立され，はじめは鉄板から種々の製品を作っていたが，その後，造船業に食い込み，後者の仕
事がむしろ主となった。組合の拡大期は1872⊖82年間であって，加盟員数は1870年7,000人，1883年
28,000人であった。加盟者の20％以上が失業者であった（1884⊖85年）ことからみても，リーダーが
優秀であったこと，加盟員の忠誠心が強かったことがわかる。この組合は統合的性格をもった全国組
織で，全国に212の支部を持ち，割の良い給付金を支給していた。同組合は工学技術工組合と同様，
1872年以来，54時間労働を確保しており，非刺激的な分別ある路線を歩んでいた。指導者はR.ナイト
（Robert Knight）で，彼は我が国で最も信頼される労働問題助言者であった。
　鉄関連産業の組合では，上に述べた二つの組合（工学技術工組合とボイラー製造工組合）と鋳鉄工
友愛組合（the Friendly Society of Ironfounders）を除けば，地方的性格が強いか，もしくは短命，ある
いはその双方の性格を備えていた。結局，世紀末時点において，鉄関連では上記３組合以外，1880年
以前からの歴史を有して継続している重要な組合はなかった。絶えざる技術進歩や産業中心地の移動，
いくつかの重要鉄産業部門における家父長制的性格の残存などがその原因であったが，とりわけ重要
なのは労働請負い制であった。これは撹錬工，圧延工，鋼製造工などに多かった。これらが労組活動
の展開を阻んだのだ。
　鋳鉄工達は鉄産業の古い部門に属し，本質において１世紀以上，変化がなく，かつ他の諸組合とは
完全に異なった地位にあった。彼らの友愛組合（Friendly Society）は，1809年に起源をもっている。
鋳鉄工組合の主要な活動は産業面よりも友愛面に力点があり，1850年代後期には70の支部と7,000人
の加盟員を擁していた。1868年には支部数100以上，加盟員数約１万人，その後の加盟員数は1875年
12,300人，1885年12,400人となっている。ところが70年代の失業増加によって失業給付金が増えてし
まった結果，組合はほぼ壊滅状態に陥った。1880年までには，当組合の誇った６万ポンドを超える準
備金は消滅してしまい，この結果，従来の友愛組合機能を発揮することが出来なくなった。連携関係
にあったスコットランドの組合（the Associated Iron Moulders of Scotland）は，これに反してイングラ
ンドの組合が停滞している時期にも成長を続け，1880⊖85年間に1,000名の新加盟員を得て，員数は総
計5,600人になっていた。
　鉱夫組合：炭鉱業ほど，労働組合主義の潮の干満を明瞭に示す産業はない。また，労組が国の産業
組織の認知された一部となる際の困難性をも，他のどの産業より明瞭に示している。鉱夫労組は，地
方における生活の潮の満ち引きと軌を一にして，盛衰を繰り返す傾向が大であったが，1855年末頃は
ほぼ死滅状態にあった。ところが地方レベルでの労組活動が，とりわけヨークシャーにおける鉱夫側
の「重量検査員」導入を目指す闘争（賃金を採掘重量に基づいて支払うシステムの乱用をチェックす
るため）を契機にして復活した。信憑性には問題があるが，1860年代末には20万人ほどの労組員が居
たという研究もある。その政治上の友人達を通じて，鉱夫労組はすでに議会における一勢力となって
おり，1860年と1872年の立法には影響を与えた。しかし，1873年以降の価格崩落と石炭業の崩壊とに
よって加盟員数は激減した。1880年までにはランカシャーとミッドランドの労組組織は完全に崩壊す
るか地方的なクラブに解消するかのいずれかという有様になっていた。ノーサンバーランドとダラム
の組合（全国最強で，かつ継続的な統計数値の歴史を持つただ二つの組合）の加盟員は，1875⊖1880
年間に５万6000人から４万1000人弱に減少した。1885年には員数は４万8000人（ダラム単独で３万
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5000人）に回復したが，おそらくこの数値は当時の全国炭鉱夫労組員のほぼ半数を体現していたはず
だ。ランカシャーは1885年から活発な加盟員募集を始めた。ヨークシャーの加盟員はこの頃8,000人
ほどしか居なかった。スコットランド，ウェールズ，ミッドランドでは加盟員数からみて強力な組合
はなかったが，1885⊖86年にかけては活発なプロパガンダや加盟員獲得活動が行われた。
　1875年以来，加盟員数は減少したものの，1880年代半ばの鉱夫労組は当産業に属する労働者全体の
４分の１ほどを含んでいた。組合の強力なダラムとノーサンバーランドでは，加盟員の割合は遙かに
高かった。この２地方の組合は1867年における第２次選挙法改正以後の好況と労組活動自由化の波に
乗って活発に活動した。
　両組合の強さと節度，指導者達の獲得してきた全国レベルでの地位などのために，これら二つの組
合は，その後の厳しい数年を何とか切り抜けることが出来た。もちろん，ストライキもあったし譲歩
もあった。後者は賃金を石炭の販売価格にスライドさせるという雇用主側の提案に関するもので，当
時もその後も，その妥協性が批判されてきた。しかしその結果，工学技術工達のストライキ回避路線
同様，北部の鉱夫組合は，完全な社会的認知を獲得することが出来た。
　綿紡績労組およびその他の繊維産業労組：社会的認知度から言えば，綿紡績工達は，鉱夫および工
学関連工と並ぶ地位にあった。もっとも加盟員数は１万7000人（1885年）で，巨大組織ではなかったが，
当該産業労働者がせいぜい２万人という中での１万7000人であった（第２巻第２章の２－２－１表におけ
る従事者総計52万7000人は，紡績のみならず，近接業種を含む綿業全体の数値）。彼らは女性や児童の多いこの産
業における有力な男性グループであった。撹錬工と同様，彼らは賃金稼得者でありながら，同時に雇
用者でもあった。つまり，手間賃仕事をする配下を雇い，自分の後継者を彼らから選んでいた。彼ら
の組織は，それぞれが独自の規約や基金を持つ地方組合の連合であって，その公的な歴史は1853年に
さかのぼる。60年代までには産業内の大多数の労働者を組み込んでいた。地域によって違いはあった
ものの，概して雇用主との友好関係を保っていた。他のどの組合にもまして，紡績工達は我が国産業
機構の正規的に機能する一部分であったと言える。　
　その他にも数多くの綿関係労組があり，その加盟者総合計数は紡績工を遙かに上回っていたが，連
合的な性格をもつ段階には達しておらず，紡績工達のように労働環境を統御できる状況ではなかった。
それらの中で重要だったのは，地方の織工，梳毛室職工，あるいは撚糸工達の組合である。というの
は，彼らの合計加盟員数は８万人程度であったが，どの組合も女性達の加盟を認めており，おそらく
その総数は５万人を超えていた。彼女達は我が国における唯一の重要な女性労組員グループであった。
　動力織布工組合のうち強力なものの多くは，1850年代にさかのぼる歴史を有している。パディアム
（Padiham）・アンド・ディストリクト（1850年），ブラックバーン（Blackburn）・アンド・ディストリ
クト（1854年），などである。その幾つかは，永続的な組合などなかった時期に存在していた半公的
な合意条項を引き継いでいた。たとえばバーンリー（Burnley）・アンド・ディストリクト組合は，名
目的には1870年に創設されたはずなのに，1843⊖83年の40年間，本質的には改訂されぬままの織布賃
金「地方適用表」（‘local list’ of weaving prices）に基づいて働いていた。すべての組合が早い時期から
女性の加盟を認めており，後者は男性組合員が減少するのと裏腹に増加していった。
　その他の繊維産業すべてを通じて，労働組合主義は極端に弱かった。監督者やその他管理職の友愛
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組合，諸種の手作業職工達の組合，一般的な工場労働者のうち地方的に孤立した組合などが該当する。
分散していたり，地方的であったり，基金が貧弱であったりという状況で，彼らの組合員数は全てを
合計しても，綿梳毛工のそれに及ばなかっただろう。
　服飾産業では，どのようなたぐいのものであれ，組合主義は更に弱体だった。ほんの少数の仕立工
が全国組織に所属していたに過ぎない（第１巻第５章ではロンドンの仕立工達が強力な組合を結成していた旨の
叙述がある。ここでは「全国的に強力」な組織が問題とされているのだろう）。非常に強力になってしかるべき機
械製ブーツ製造工の組合が1874年に結成されていたが，1886年におけるその加盟者数は１万4000人を
超えてはいなかった。その他には靴製造工，帽子製造工，手袋製造工などの旧型の職人組合があった
程度である。
　陶工，印刷工およびその他の労組：陶工達の組合は，特殊で小規模，かつそれぞれ独立していた。
諸種の金属・皮革・木工産業には数百の組合があり，そのうち少数は地方的には強力だったが（例：シェ
フィールドの若干の組合），大部分は弱体であった。もっとも，加盟員を総合計すると，相当な人数
ではあった。真鍮・銅産業には少なくとも20の小さな組合があり，その他に5,000人を包含する真鍮
労働者連盟（the Amalgamated Brass Workers）があった。苦闘する錫板工，真鍮細工師，貴金属産業
従事者達の小さな組合が全国に散在していた。２，３千人の桶職人のために，20もの，それぞれ別個
の組合があった。非常に古くからある100以上の船大工組合は，1882年に合体して船大工連盟労働組
合（the Associated Shipwrights）を組成したが，まだその枠外にいる組合も多くあった。
　印刷工達の多くも同様であった。強力なロンドン植字工組合に加えて1849年にシェフィールドで設
立された印刷工組合（the Typographical Association）や，同類のより小規模な諸組合が印刷産業の組
合組織をカヴァーしていた。
　熟練工の必要な産業以外の産業では，労働組合主義はまだほとんど知られていなかった。もっとも，
５指で足りる程度の建築関係および一般労働者の弱体な組合はあった（建築関係については，先述の大組
織以外を念頭に置いた叙述だろう）。鉄道労働者統合組合（the Amalgamated Society of Railway Servants）は
1871⊖72年に加盟員１万7000人で発足していたが，1882年には員数は6,300人に減少しており，その後
緩やかに回復しつつあったに過ぎない。
　綿紡績工達の組合の例が示すように，労働者の多くを包含し，かつ組織運営の優れた組合の場合で
すら，十分な社会的認知を得るには非常に時間がかかった。まして代表的な産業でもなければ組織運
営も不全な組合の場合，認知を得ることは期待すべくもなかった。しかし恐慌時には，その組織率や
社会的認知度の如何に拘わらず，組合の重要性には相当なものがあった。
　最も優れた指導者達が過去20年間に亘って追求してきた穏健路線と，労働クラブあるいはギルドの
古い伝統とが結びついて，労働組合では友愛組合的な機能が優勢であった。全体を通じて葬儀給付金
が最も一般的で，組合員の葬儀には10ポンド，妻の場合はその半額というのが通常だった。強力な組
合ではどこでも，疾病・傷害給付金や老齢退職給付金を出していた。ストライキ給付金や失業給付金
は，大規模組合の場合，支出金の過半を占めてはいたが，葬儀給付金ほど一般的ではなかった。スト
ライキ給付金は最高額で週１ポンド，失業給付金は１週10s.を超えることはなかった。失業給付金の
額は些少ではあったものの，これらは国家的にみて，協同的な保険制度の成長を意味しており，労組
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に親和的な人々はその重要性について，世間の注意を喚起していた。
　労働協議会と労働組合会議（TUC）：今日多くの労働組合員が加盟している地方組織や全国組織－
TC（Trades Councils）とTUC（Trade Union Congresses）－は，当時，まだ十分に代表的な存在ではな
かったし，我が国産業において正規的な機能を果たしてもいなかった。恒久的な協議会（permanent 
Councils）は50年代後半に至るまで存在していなかった。恐慌時には労働組合相互をつなぐ委員会が
しばしば形成されたが，これらは包括的なものではなかった。例えば，1858年に印刷業の紛争の際に
シェフィールド連合労働組合（the Association of Organised Trades of Shefﬁeld ）が立ち上げられ，２年
後にはシェフィールド地域の55以上に上る組合のうち，22組合が連合した。また，1859⊖60年の建設
産業の紛争は，ロンドン労働協議会（the London Trades Council：LTC）をもたらした。もっとも，初
期には大規模組合の大部分が，後者から独立していた。この頃，恒久的協議会はわずか５つしかなかっ
た。協議会の数も勢力も，次の20年間に徐々に成長し，1880年代初頭には大部分の重要な中心地点に
存在していた。ただし，しばしば弱体で，労組員のほんの一部分を代表してたにすぎない。
　さて，最初の（労働組合）大会（the ﬁrst Congress）は1868年にマンチェスター・スタッフォード協
議会によって招集された。労組法に関して予想される闘争において広報組織としての役割を果たすた
めであった。会議招集状では，当時の公衆を啓蒙する意図で「社会科学協会の年次会合」という性格
を帯びさせると述べられていた。或る労働組合史の研究家が「会議では労働組合の政策以外は何でも
議論した」と述べているほど，会議は労組の直接目的である組合政策については論ずることがなく，
経済組織や産業発展の基礎的原理に対して多大の注意を払っていた。そのことを非難する必要はない。
諸種の会議の大部分は徒労の様相を呈しているが，教育的な価値はあったかもしれない。
（産業紛争の仲裁と和解〔industrial arbitration and conciliation〕）
　政府はほぼ３世代に亘って，労使紛争解決のために法的な便宜を提供しようと試みてきた。綿産業
における労使紛争を解決しようとする1800年の法や，1824⊖25年の団結禁止法論争から派生した一般
法などがそれである。後者の下では，争っている当事者の訴えに基づいて，治安判事が雇用主と労働
者の双方からなる会議体を設け，当事者達はそこから仲裁人を選ぶようになっていた。問題が解決し
ない場合は，治安判事が最終的な裁定を下すことが出来た。しかし，この仕組みは有効性に乏しかった。
1880年代にも主要部分は不変のまま存続していたが，S.ジェヴォンスは「存在してはいるが，この制
度に基づいて訴えが提起されることは殆どない」と述べている（1882年）。有効性の乏しい法律には，
別の流れのものもあった。1867年の通称「セント・レオナルド卿法」（Lord St Leonald’s Act）と1872
年の「マンデラ氏法」（Mr.Mundella’s Act）である。これらは一種の権能付与法（an enabling act）であっ
たが，前者は使いように困るもので，後者もまた一度も用いられなかった。
　他方，雇用主側と労働者側の代表で構成する会議体が仲裁や和解を行う方式も，1830年代から，手
織り工，陶工，絹産業従事者，印刷工達と雇用主達との間で模索的に試みられていた。注目に値する
のは1860年にノッティンガムで設立された「靴下・手袋産業のための仲裁・和解評議会」（the Board 
of Arbitration and Conciliation for the Hosiery and Glove Trade）である。主導者は製造業主マンデラだった。
21人で構成され，雇用主側と労働者側双方に書記が認められた。すべての紛争は，まず書記によって
取り組まれ，手に余る場合は委員会（a committee）に，それでも解決しない場合は全体会議に委ねら
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れた。この機構はほぼ20年間機能し，1870年代にはそれぞれ異なる6,000品目の編物の出来高賃金率
を統御していた。この方式は大いに議論の的となり，また模倣もされたが，80年代には崩壊しつつあっ
た。産業が大きな変化を遂げつつあり，雇用主達の一部にもこの方式への敵意があった。労働者側が
常に満足していたわけではないのは当然である。1884年に或るストライキが行われ，評議会はこれを
処理することが出来ず，機構は使用されなくなった。靴下産業等では組合主義が弱く，これも崩壊の
一因となった。しかし，雇用主側と労働者側の双方から代表者を出してその会議体によって問題解決
を図るという方式は，幾つかのよりよく組織された産業で引き継がれており，それが80年代に入って，
とくにランカシャーで成果を生みつつあった。
　マンデラの評議会がスタートした４年後に，ウースターシャーの州法廷判事R.ケットル（Rupert 
Kettle）が，建設労働者のストライキ解決のための会議（ウルヴァームトンの市長が招集）に出席した。
彼は恒久的な仲裁制度の導入を示唆し，審判もしくはレフェリー付きの合同評議会（a joint board）に
よって紛争を解決する案を提示した。仲裁手続きを受け入れることが賃金契約の一部となった。建築
職親方と大工親方がこれに同意した。翌年，和解条項が加えられ，後にケットル自身が語ったように，
これが仲裁手続き以上に有用であった。すぐに左官と煉瓦工が加わった。石工は自分たちの力を頼み
として，外部にとどまった。この方式は建設関連業でも，その他の産業でも模倣された。ケットルは
仲裁・和解問題の権威となって，あちこちに招請された。1880年には，この「仲裁の王子」にナイト
の爵位が与えられた。1880年代後期には，重要な中心地のあらゆる建設産業労働組合の支部において，
仲裁方式が原則となっていた。リヴァプールでは1874年以来，雇用主と労働者が同数で，必要な場合
は審判も付く評定所（the court）が，殆ど何の支障もなく機能していた。
　他方，多少ともマンデラ的な評議会が，1868年にレスターとダービーの靴下産業，ノッティンガム
のレース産業，および陶器産業で設立された。しかし，80年代になると，レスターの評議会はマンデ
ラの靴下産業（ノッティンガム）の場合と同様の運命をたどった。また1891⊖92年には，陶器でも評議
会は崩壊した。　
　1869年初頭に，ミドルスブラ地域の鉄産業労働者達が，マンデラ方式を学ぶためにノッティンガ
ムに現れた。同年の３月22日には，最も有名で，かつ成功もおさめた和解・仲裁評議会が誕生した。
すなわち，北イングランド鉄・鋼評議会（the Board of Arbitration of the North of England Iron and Steel）
である。議長はD.デイル（David Dale）だった。その創設は偉業と言ってよい。この産業は若く，伝
統もなければ堅固な労働組合主義もなかった。労働者はあらゆるところからやってきていた。彼らは
頑健で無学だったが，賃金は良かった。彼らは書物の知識こそなかったが，景気波動の波が非常に激
しい生産財産業なので，激しい闘争を行わぬようにという助言を十分に吸収していたようだ。また，
この年を含め，続く４年間，賃金が顕著に上がる好況期であったことも評議会の順調な発足・発展に
幸いした。その後，不況に突入して例えば撹錬工の賃金は1873年のトン当たり13s.3d.から，後の暗い
時期には6s.3d.へと大いに下落するが，それでも1891年に労使双方の代表が，紛争による長期の操業
停止はほんの少ししか起こらなかったと報告し得たほど，評議会の機能は良好だった。小規模な，あ
るいは地方的な紛争は全て合同の常置委員会による和解で処理され，重大な賃金決定は仲裁手続きに
かけられた。仲裁の背後には，ケットルのような審判員がいた。
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　石炭産業については，H.クロンプトン（Henry Crompton）が1876年に「仲裁手続きはイングランド
とウェールズに関しては，確立されている。もっとも，まだ恒久的な評議会は出来ていない」と書い
ている。ダラムとノーサンバーランドでは1872⊖73年に，外部からの議長を戴く労使双方の合同委員
会が設立された。すぐに，これらの諸委員会は１年に数百件もの，特殊で地方的な紛争を処理するよ
うになった。初めのうち，彼らの仲裁への異議申し立ては殆どなかった。一般的な賃金問題の裁定には，
折々，特別の仲裁評定所が設けられた。しかし，この方式の含む危機はすでに1876年には明らかになっ
ていた。第一には双方とも手の込んだ自陣擁護論を展開したので，それが双方に心理的な悪影響を及
ぼした。第二には正式の仲裁がしばしば繰り返されたので，産業内に落ち着きのない空気を醸し出し
た。70年代の激しい価格騰落環境においては，永続性のある合意は殆ど期待できなかった。1882年以
降，ダラムでは一般的仲裁は全く行われなかった。
　1870年代後期になると次第に，ダラム，ノッティンガムおよびイングランドとウェールズの他の多
くの炭鉱で，仲裁手続きのある場合であれ，ない場合であれ，スライド賃金方式が採用されるように
なった。賃金を物価に連動させる方式である。しかし，単なる賃金スライド諸委員会（例えば南ウェー
ルズやモンマスにおける）は，ダラムやノーサンバーランドにおける合同委員会のような，一般目的
に即した組織的性格を備えていなかった。賃金スライド方式の原理は，それ自体，団結精神にそぐわ
なかった。したがって，ヨークシャーやランカシャーの鉱夫指導者達は，小さな例外を除けば，これ
を受け入れたことはなかった。1885年から86年にかけて，他のいくつかのスライド合意も停止された。
続く２，３年の時期には「何らかの生活可能最低限賃金を目指すことが産業の責務である」という鉱
夫連盟（the Miners’ Federation）の見解に基づいて，スライド賃金に反対するキャンペーンが繰り広げ
られた。
　南スタッフォードシャーの鉄産業では，1872年に和解評議会が，J.チェンバレンを議長として発足
したが，労働側の代表が労組員だけで，かつ労組が弱体だったために失敗した。1876年に評議会は再
発足したが，このたびは北イングランドの例を目指して運営され，ややうまく機能した。しかし，80
年代に入っても双方の満足には遠い状態だった。常置委員会は数百の紛争を調停したが，今や不満は
労働者側から出されていた。不満の内容は評議会に参加していない外部業者による合意決定への違反
であった。1886年には評議会名称が南「スタッフォードシャー」から「ミッドランド」鉄・鋼評議会
へと変更された。事実上，評議会は鋼産業には殆ど関係していなかったし，撹錬鉄さえをも十分には
統御していなかった。
　北イングランド評議会の成功（すぐ上で行き詰まりが述べられているのは石炭産業であって，ここでの「成功」
は前述の北イングランド鉄・鋼評議会〔1869年発足〕のそれだろう）が，クリーヴランドの鉄鉱石鉱夫達やク
リーヴランドおよびカンバーランドの高炉労働者達など，小規模な関連諸職業で模倣された（前者で
は1873年，後者では1879⊖80年に設立）のは自然なことである。これらのうちでは，鉄鉱石鉱夫の評
議会がもっとも良好に機能した。鉄鉱業では炭鉱業ほどの千差万別性がなく，問題が比較的シンプル
だったためである。
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（産業自由の政策）
　19世紀第３四半期の標準的な経済思想の背後には，産業世界に関する機械的な概念が横たわってい
た。その観念の内容は，競争し，ぶつかり合う原子の合流と言うべきものであった。法は諸原子のた
めに機会を均等にするべし：すべての資本原子は有限責任への平等なアクセスを保証さるべし：企業
という，より複雑で重い原子は彼らに開かれた全ての市場を持つべきであり，かつまたあらゆる方面
から生じる衝突にさらされるべし：労働原子は妨げられることなく自由に参集し得るべし，等々。こ
のように全てが自由にされたら，相互の共存は不都合になるだろうとは予測されていなかった。標準
的思想の持ち主達のうち最良の人々は，諸種の原子相互間に生じる摩擦を減らすことを考えていた。
ここから仲裁手続きや和解手続きが出てきたのだ。
　「団結」という言葉が，最初に半ば神聖な意味を獲得したのは，労働原子の間においてであった。
きわめて徐々にではあるが，実業家達の団結も便利なものと見られ始めた。1891年には王立委員会に
おける質疑で，或る労組指導者も実業家団体の必要性を認めている。要するに，諸原子は自らをグルー
プ化し始めた。小さいが新しい何かが，さしあたりカタストローフもなく，登場しつつあった。
　資本が，責任を有限化しつつ，完全に自由に流れたり結合したりする結果，産業組織がどのような
影響を受けるのかについては，1880年代には誰も全く不完全にしか思い描くことがなかった。1870年
代，1880年代を通じて，合本方式の弱点が論じられることはあっても，その将来が議論されることは
少なかった。その間に，すなわち単純なパートナーシップが主流の時代に，事業は拡大し，互いに吸
収し合い，並走していた。カール・マルクスは，事業の不可避的な拡大を材料として歴史的な教条と
予報を呈示していた。しかし，ブリテンで拡大・吸収への一般的な並走が有限責任法の下で始まった
時，それは標準的なブリテンの意見が予期しないものとなった。
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